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第１３回岐阜シンポジウム『地方国立大学の挑戦』の開催にあたって 

 

 

国立大学法人 岐阜大学 学長 黒木 登志夫 

 

私が岐阜大学に着任すると同時にはじめた岐阜シンポジウムも７年目、１３回を数えた。

私の任期期間の最後となる岐阜シンポジウムでは、地方大学の問題を正面から取り上げるこ

とにした。そのきっかけとなったのは、本年２月２７日に発表された経済財政諮問会議のい

わゆる民間議員による「成長力強化のための大学・大学院改革について」という提案である。

その根底にあるコンセプトは、「競争原理」、「成果主義」、「効率主義」、「選択と集中」、「グロ

ーバル化」など、経済成長路線、行政・財政改革路線を引き継ぐものであった。財務省は、

民間議員の意見表明を支持するかのように、競争的資金を基準に運営費交付金を配分すると

いう試算を示した。それによると、８７国立大学のおよそ３分２が現在よりも運営費交付金

が大幅に減額されることになる。特に、教育系大学、地方国立大学は壊滅的な打撃を受ける。

政府自らが、国立大学の勝ち組、負け組をはっきりと分けて見せ、地方大学切り捨ての方針

を明らかにしたのだ。 
加えて、民間議員たちは地方大学軽視、あるいは蔑視の考えを隠そうとしなかった。曰く、

「地方国立大学に元気がない。地方国立大学と首都圏の私大に合格したら、学生は私大を選

ぶ。教員も首都圏の私大を職場に選ぶ。全都道府県に国立大が必ず一つずつ必要かどうか」

（４月１７日読売新聞）。「一律に運営費交付金を配分し、金太郎アメ的なミニ東大型の総合

大学を各県に作る、そんな大量生産方式をやめなければならない」（５月８日朝日新聞）。 

地方国立大学はそんなにダメな大学なのだろうか。われわれの答えは、断じてノーである。

教育でも研究でも、地方大学は本当に頑張っている。研究論文の量質から見ても、旧帝大系

大学と遜色はない（参考論文）。法人化によって、地方大学は活性化し、個性を主張しはじめ

た。われわれは、ミニ東大になろうなどと考えていない。全国知事会の声明文にもあるよう

に、地方大学がなくなったら、日本の各地から「知の拠点」が消え、日本そのものの活力が

なくなってしまうであろう。 

国公私立の大学の設置場所を都市部とそれ以外の地方に分けてみると、国立大の学生の  

７０％強が地方の国立大に在学しているのに対し、私立大学の大半（５５％）の学生は都会

に集中している（参考論文）。国立大学の価値は、地方にあることが分かるであろう。 

われわれも、地方大学からの情報発信が少なかったことを率直に反省する必要があろう。 
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今回の岐阜シンポジウム『地方国立大学の挑戦』は、地方国立大学の役割を知っていただく

ために企画したものである。国立大学協会もその趣旨に全面的に賛成し、岐阜大学との共催

となった。今後も引き続き、地方国立大学から、その価値を社会に訴えるシンポジウムが毎

年開催されることを期待している。 

参考論文：黒木登志夫「地方国立大学から見た『骨太の方針』」 IDE（現代の高等教育） 

№４９６（２００７年１２月号）１５－２２，（本抄録集巻末に別刷りを添付した。） 
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社団法人 国立大学協会 専務理事 赤岩 英夫 

 

「地方国立大学の挑戦」と銘打った１３回目の岐阜シンポジウムは、岐阜大学のみならず

全国の地方国立大学を巻き込んで開催される点で、これまでのシンポジウムとは趣を異にし

ている。 

 今年に入ってから、政府部内の諸会議では大学・大学院改革について、いわゆる「選択と

集中」による資源配分が必要との議論が渦巻いた。こと地方の国立大学に関しては、きわめ

て厳しい状況である。教育再生会議の第二次報告では、基盤的経費の確実な措置が謳われた

が、同時に国立大学の大胆な再編・統合を提言するなど、予断を許さない状況が続いている。 

 高等教育の機会均等の確保について重要な役割が求められている各地方国立大学は、地域

における知の拠点、人材育成の拠点であるリージョナルセンターとしての役割を果たすと同

時に、それぞれの特色を生かした分野で、ナショナルセンターとして、世界にその成果を発

信している。例えば、岐阜大学の「衛星生態学創生拠点」、鳥取大学の「乾燥地科学プロジェ

クト」など、枚挙に暇がない。 

 このように地方に拠点を置く国立大学の重要性を考えるとき、今回の「岐阜シンポジウム」

のように、地域の国立大学が自ら声をあげてその存在意義を広く発信することは、まさに時

宜を得た有意義な企画と考え、国立大学協会として全面的に賛意を表するものである。 

 企画された黒木学長のご熱意に感謝し、また、このシンポジウムが、地方に拠点を置く国

立大学に関する、正しく深い理解のために役立つとともに、「地方国立大学の挑戦」が、各地

でわき起こることを願ってやまない。 
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第１３回岐阜シンポジウム『地方国立大学の挑戦』プログラム 

 

第１日目 平成 19 年 12 月 14 日（金）

 

13:30～13:45 開会挨拶   黒木 登志夫 岐阜大学長 

 

 主催者挨拶  赤岩 英夫 国立大学協会専務理事 

 

13:45～14:30 基調講演                  ［座長：黒木 登志夫］ 

       「国立大学の改革と課題―国立大学の存在意義をめぐって―」 

              林 勇二郎 金沢大学長 

 

 

パネルディスカッション 「地方国立大学の挑戦」 14:30～16:30 

       ［コーディネーター：黒木 登志夫 岐阜大学長］ 

 

       ［パネリスト］ 

       「岐阜シンポジウムへの期待」 

              永山 賀久 文部科学省高等教育局国立大学法人支援課長 

 

       「国立大学の改革と課題―国立大学の存在意義をめぐって―」基調講演から 

              林 勇二郎 金沢大学長 

 

       「岩手大学の連携」 

              平山 健一 岩手大学長 

 

       「地方大学が潜在力を発揮できる政策を！」 

              豊田 長康 三重大学長 

 

       「教育・研究の現状と課題に対する地方国立大学の挑戦」 

              﨑元 達郎 熊本大学長 

 

       「地方国立大学に期待するもの」 

              岩田 義文 岐阜県経営者協会会長・イビデン(株)会長 

 

 

16:45～17:30 特別講演                  ［座長：黒木 登志夫］ 

       「これからの岐阜大学に期待すること」 

              古田  肇 岐阜県知事 
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第２日目 平成 19 年 12 月 15 日（土）

 

9:00～9:45 特別講演                   ［座長：近藤 直実］ 

      「大学が育てる・支えるもの」 

              田辺  功 朝日新聞社編集委員 

 

 

事例紹介とパネルディスカッション  「大学の地域医療活動」 9:45～12:00 

       ［コーディネーター：近藤 直実 岐阜大学大学院医学系研究科・医学部 

地域医療医学センター長 

                 山田 隆司 地域医療振興協会地域医療研究所長］ 

 

       ［パネリスト］ 

       「岐阜大学の地域医療活動」 

              近藤 直実 岐阜大学大学院医学系研究科・医学部 

地域医療医学センター長 

 

       「東北大学の取り組み」 

              伊藤 恒敏 東北大学大学院医学系研究科 

地域医療教育開発センター長 

 

       「長崎大学における地域医療人教育の取組」 

              前田 隆浩 長崎大学離島医療研究所長 

 

       「地域から見た大学の役割」 

              山田 隆司 地域医療振興協会地域医療研究所長 

 

       「大学が育てる・支えるもの」特別講演から 

              田辺  功 朝日新聞社編集委員 

 

 

12:00～12:10 閉会挨拶  黒木 登志夫 岐阜大学長 
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『岐阜シンポジウム』について 

 

 

『岐阜シンポジウム』は、岐阜大学の研究成果を社会に発信するという目的で発足いたしま

した。１年に２回、春秋に開催しております。それぞれ好評を博し、専門家、一般市民の方

など、たくさんの人が参加されました。 

私たちの研究成果を社会に向けて発信しようという目的は達成されつつあります。 

 

これまでのシンポジウムのテーマを以下に示します。 

 

第１回 ： 『再生医学と創薬』                   平成 13 年 9 月

第２回 ： 『いま、教育を考える』                 平成 14 年 5 月

第３回 ： 『がん予防―そのメカニズムと実践―』          平成 14 年 11 月

第４回 ： 『東海地震―広域災害にどう備えるか―』         平成 15 年 6 月

第５回 ： 『環境とエネルギー―人と自然のフェアプレイ―』     平成 15 年 12 月

第６回 ： 『野性動物の生態と病態からみた環境評価』        平成 16 年 6 月

第７回 ： 『岐阜学を求めて―持続可能な地域づくりと大学の貢献―』 平成 16 年 11 月

第８回 ： 『食の安全』                      平成 17 年 6 月

第９回 ： 『健康を守る―生活習慣病の予防と治療―』        平成 17 年 10 月

第10回 ： 『ＩＴとロボットで診る・治す―ロボティック先端医療―』 平成 18 年 7 月

第11回 ： 『岐阜、森とともに生きる風土』             平成 18 年 11 月

第12回 ： 『岐阜学を求めて partⅡ』―地域（現場）から、地域の生活 

と地域づくりを考える―                平成 19年 6 月

 

                  岐阜シンポジウムＨＰアドレス 

                http://www.gifu-u.ac.jp/~gifusymp/ 
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第１日目 平成１９年１２月１４日（金） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

基  調  講  演 
 



基調講演「国立大学の改革と課題―国立大学の存在意義をめぐって―」 

 

金沢大学長 林 勇二郎 

 

 大学改革が世界の潮流になる中で、我が国は設置形態の異なる国公私立の大学を法人

という同じ場に持ち込み、個性化を競うなどの自主自律の運営を促すことで、高等教育

の活性化を図りつつある。 

 国立大学は、国立大学法人法により平成 16 年 4 月に法人化されたが、ここではまず、

国立大学の法人化とそこで期待されていること、またそれに応える取組みについて事例

を交えて概観する。次いで、国立大学の役割と存在意義が、高等教育の公共性と質の保

証、さらには地方におけるリージョナルセンターとしてなどの存在そのものにあること

を、新制大学として発足して以来の来し方を振り返ることで確認したい。もちろんこの

ような認識は、我が国のこれからの高等教育の発展において、国立大学が果たすべき新

たな役割を論ずる上で必要とするものであることはいうまでもない。 

 一方、国立大学を取り巻く環境や法人化を巡る解釈において、法人移行時と現在とで

さまざまな違いや、それによる齟齬が随所で出始めている。最後に、これらのことを検

証し、国立大学法人が第 2 期中期目標計画に向けて、運営基盤を確かなものとする上で

の参考に資したい。 
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林 勇二郎（はやし ゆうじろう） 

金沢大学長 

 

 

【略歴】 

 昭和 17 年生まれ。東京工業大学大学院理工学研究科修士課程修了。東京工業大学大学院工

学研究科博士課程修了。昭和 45 年 4 月金沢大学工学部講師。昭和 46 年 4 月金沢大学工学部

助教授。昭和 56 年 10 月金沢大学工学部教授。平成 9年 4 月金沢大学工学部長（平成 11 年 9

月まで）。平成 11 年 9 月金沢大学長 現在に至る。 

 

 

 ［メモ］ 
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パネルディスカッション：地方国立大学の挑戦 
 

 
 



「岐阜シンポジウムへの期待」 

 

文部科学省高等教育局国立大学法人支援課長 永山 賀久 

 

 今、「地方国立大学」をメインテーマに捉えたシンポジウムを開催する、というのは、

誠に時宜を得ていると思う。 

 昨年１２月に教育基本法が改正され、大学の責務として社会貢献が明確に規定された。

また、国立大学は、法人化後４年近くが過ぎ、次期に向けての様々な検討を始める時期

に差し掛かっている。一方で、地方の疲弊、地方再生が政治の場も含めて様々に論議さ

れるようになる中、大学は地域活性化の担い手としてあらためて熱い視線を浴びている。 

 「地方国立大学の経営は苦しい」「都市部の大学に比べハンディキャップが大きい」と

いう声をよく耳にする。しかし、地域に根ざした産学連携、地元自治体との協働など、

地方に立地する大学だからできる、ということも多々あるのではないか。 

 今後は、このような地方国立大学の特性を十分活かした取組みの充実・発展を願うと

ともに、関係者・機関にはそれを後押しする姿勢、仕組みづくりが求められる。 

 本シンポジウムが、地方国立大学の果たす役割を再確認し、新たな取組みを促す契機

となることを大いに期待したい。 
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永山 賀久（ながやま よしひさ） 

文部科学省高等教育局国立大学法人支援課長 

 

 

 

 

 

 

 

【略 歴】 

 昭和 36 年生まれ。東京大学法学部卒業。昭和 59 年 4 月文部省入省。平成 3 年 7 月徳島県

教育委員会義務教育課長。平成 6年 4 月初等中等教育局中学校課生徒指導専門官。平成 6年

9 月学術国際局国際企画課専門員。平成 7 年 2月在オーストラリア日本大使館一等書記官。

平成 10 年 4月大臣官房会計課予算企画調整官（併）高等教育局視学官。平成 13 年 1 月大臣

官房企画官。平成 15 年 7 月文化庁記念物課長。平成 16 年 7月高等教育局私学助成課長。平

成 18 年 4 月大臣官房文教施設企画部施設助成課長。平成 19 年 7 月高等教育局国立大学法人

支援課長 現在に至る。 

 

 

 ［メモ］ 
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「岩手大学の連携」 

 

岩手大学長 平山 健一 

 

 岩手大学は、その前身の高等専門学校以来、地域課題の解決と人材の育成を通じて地

域の活性化と学術文化の発展に重要な役割を担ってきた。その伝統は今日に至るまで継

承されている。最近、本学が提唱している産学官連携のロードマップ「知的創造サイク

ル構想」を中心に、特に地方自治体との関係等について説明する。また、法人化以降の

大学運営上の工夫、様々な連携の推進、大学から社会への情報発信等について、課題を

含めて発信する。 
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平山 健一（ひらやま けんいち） 

岩手大学長 

 

 

【略 歴】 

 昭和 17 年生まれ。北海道大学工学部土木工学科卒業。北海道大学大学院工学研究科修士課

程修了。アイオワ州立総合大学大学院博士課程修了。昭和 42 年 4 月北海道大学工学部講師。

昭和 43 年 4月北海道大学助教授。昭和 49 年 5 月岩手大学工学部助教授。昭和 58 年 9 月岩手

大学工学部教授。平成 3 年 7 月岩手大学評議員（平成 10 年 3 月まで）。平成 10 年 4 月岩手大

学工学部長（平成 14 年 3 月まで）。平成 14 年 6 月岩手大学長 現在に至る。 

 

 

 ［メモ］ 
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「地方大学が潜在力を発揮できる政策を！」 

 

三重大学長 豊田 長康 

 

 政府内諸会議において、大学間の「競争原理」、「選択と集中」、「評価にもとづく大胆な傾

斜配分」の必要性が強調されている。しかし、これらの原則は、すでに民間企業も経験して

いる通り諸刃の剣であり、「目的」を明確にして、その目的を達成するための「手段」として

適切に使わないと、特に「手段の目的化」に陥ると、わが国全体の大学の活動や国民の利益

にとって逆効果を招く危険性があると考える。 

 わが国における地方大学と中央の大学との間の研究費の傾斜配分は、米国に比較しても急

峻であり、すでに「格差」は十分につけられていると考える。研究費あたりの国際的論文数

や被引用数は、地方大学の方が中央の大学よりも高い値を示しており、これ以上の「格差拡

大政策」が、わが国全体の研究のアクティビティーを向上させるとは思えない。 

 政府内諸会議における大学間競争原理等導入の目的は、わが国の大学の「国際競争力」の

向上であり、その指標としては「一部大学の国際ランキングの上昇」であるように読み取れ

る。これ自体を否定するわけではないが、この目的達成のために限られた財源の中で大学間

の「選択と集中」や「傾斜配分」を適用すれば、地方大学への予算が削減されることになり、

効率の良い地方大学の機能が低下して、わが国全体としての大学の国際競争力は低下する。

それと同時に、大学の地域社会貢献という、「一部大学の国際ランキングの上昇」よりも国民

全体にとって大切かもしれない大学の「目的」が損なわれることになる。 

 大学附属病院は地域社会と直結しており、大学への政策が鋭敏に社会問題化する部分であ

る。現在、地域社会の最大の政治問題の一つである医師不足にも、大学等への政策が直接・

間接に影響を与えている。「目的」を考えない、財政改革のためだけの予算の削減や「選択と

集中」政策による地方大学への交付金の削減がこのまま進めば、地域の大学病院の大切な機

能が損なわれ、地域医療の崩壊が促進されるとともに、わが国全体の医学・医療分野の国際

競争力の低下を来たす。 

 これは、大学病院と医学・医療分野に限ったことではなく、他の分野でも同様のことが起

こりうる。逆に、ＯＥＣＤ諸国に一歩近づく高等教育に対する公的投資や、目的を明確にし

た適切な制度改革によって、地方大学がその潜在力を発揮できる政策がなされるならば、わ

が国全体の学術の国際競争力を向上させ、同時に地域再生を促進できる可能性があると考え

る。 
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豊田 長康（とよだ ながやす） 

三重大学長 

 

 

【略 歴】 

 昭和 25 年生まれ。大阪大学医学部卒業。昭和 51 年 4 月大阪大学医学部附属病院（研修従

事）。昭和 51 年 7 月大阪大学医学部附属病院医員（研修医）。昭和 52 年 4 月国家公務員共済

組合立大手前病院麻酔科。昭和 53 年 1 月三重大学医学部附属病院医員（研修医）。昭和 53

年 7 月三重大学医学部附属病院医員。昭和 53 年 12 月三重大学医学部附属病院助手。昭和 58

年 6 月三重大学医学部助手。昭和 63 年 5 月三重大学医学部附属病院助手。平成 2年 7 月三重

大学医学部附属病院講師。平成 3年 12 月三重大学医学部教授。平成 14 年 12 月三重大学医学

部医学科産婦人科学講座教授。平成 16 年 4 月三重大学長 現在に至る。 

 

 

 ［メモ］ 
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「教育・研究の現状と課題に対する地方国立大学の挑戦」 

 

熊本大学長 﨑元 達郎 

 

 「地方国立大学」を地方に立地する総合大学（単科大学と旧制帝大を除く）を意味すると

しての話としたい。「地方国立大学」の存在意義としては、他にも挙げられるだろうが、一般

に次の２点が強調される。 

 

１）４８都道府県に均衡よく配置され、比較的低廉な学費により高等教育の機会を保証し、

知的・道徳的水準の高い国民を育成すること 

２）地域の知の中核的拠点として、人材養成や研究により、教育、文化、行政、産業、医療

の充実発展に寄与すること 

 

 法人化以後、運営費交付金の１％合理化減、附属病院の２％経営改善による予算減、診療

報酬マイナス改定による収入減、平成２２年まで毎年１％の人件費減などの厳しい財政状況

の中で、いかにして、大学の経営基盤を安定化させ、活性化につなげるかが課題である。国

立大学の役割の表現として、最近、Regional Center と National Center という言い方をさ

れるが、その存在が地域に不可欠な Regional Center としてだけでなく、National Center

として国際的に存在感を示すことが、地域の人々の誇りともなるし、社会の期待するところ

ではないか。 

 下記のような教育と研究における特色ある取組みにより、歴史と伝統、情報化と国際化に

より、個性化、活性化を図ろうとしている熊本大学の姿を紹介したい。 

 

地域社会の活性化につながる知的拠点（Regional Center）機能 

 

〈教育〉地域・社会からのニーズに応える 

・教員、医師、看護師、コメディカル、薬剤師、地方行政者の養成 

・e ラーニングによる eラーニング専門家養成：教授システム学専攻（社会文化科学研究科） 

・みなまた環境マイスター養成：科学技術振興調整費 

・ユアフレンド事業：教育学部学生・大学院生が、不登校児童・生徒を支援 

・臨床法学教育研究センター：法律事務所と協働で、学生の実務教育と市民の法律相談 

 

〈研究〉地域特性を生かした研究 

・「政策創造研究教育センター」における地域課題研究と生涯教育 

・有明海生物生息環境（科学技術振興調整費） 

・次世代耐熱マグネシウム合金（科学技術振興調整費） 

・まちなか工房（まちづくり技術研究―工学部） 
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〈その他〉 

・教育・研究・医療における地域との連携 

・スーパーサイエンスハイスクールとの連携・支援 

・高等教育コンソーシアム熊本 

・熊本県の３つのフォレスト構想（セミコン、バイオ、ものづくり）との連携 

・都道府県がん診療連携拠点病院として 

・研究成果・知的財産の社会還元と大学発ベンチャー企業 

・企業・市との包括的連携 

・「熊本大学基金」の創設 

 

国際競争力ある知的拠点（National Center）機能 

 ―東アジアのアカデミック・ハブを目指す― 

〈教育〉国際水準の教育と国際的展開 

・総合科学技術共同研究センター：東アジア諸国と共同教育を展開 

・JICA 技術協力プロジェクト：スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画 

 

〈研究〉基礎研究と全人類的課題解決に向けたプロジェクト研究 

・ユニークな研究センター：エイズ、発生医学、生命資源、衝撃・極限環境、沿岸域環境科

学 

・大学院先導機構による拠点形成研究を重点的に支援 

            ：発生医学と衝撃エネルギーの分野で２つのＣＯＥ 

・バイオエレクトリクスセンターの設置と世界最先端のネットワーク 

・マグネシウム合金研究―東アジアネットワーク 

・アジアマウスコンソーシアム 

・エイズ、感染症研究―アジア・アフリカネットワーク 

・熊大フォーラム：日本、中国、韓国での実施 

・研究の量でなく質 
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﨑元 達郎（さきもと たつろう） 

熊本大学長 

 

 

【略 歴】 

 昭和 20 年生まれ。大阪大学工学部構築工学科（土木コース）卒業。大阪大学大学院工学研

究科修士課程修了。大阪大学大学院工学研究科博士課程単位修得退学。昭和 47 年 4 月大阪大

学工学部助手。昭和 48 年 4 月熊本大学工学部講師。昭和 54 年 6 月熊本大学工学部助教授。

昭和 54 年 9 月アメリカ合衆国オハイオ州立大学客員助教授（昭和 56 年 3 月まで）。昭和 59

年 4月熊本大学工学部教授。平成14年 4月熊本大学工学部長。平成14年 11月熊本大学長 現

在に至る。 

 

 

 ［メモ］ 
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「地方国立大学に期待するもの」 

 

岐阜県経営者協会会長・イビデン(株)会長 岩田 義文 

 

 地方の国立大学は、元々その地方にとって必要な人材育成を目的とした高等専門学校

（小・中学校の教員、医者の養成、地場産業・経済の発展を担う人材育成を目的とした）

を母体とし、それらを集めて国立大学として発足し、５０年が経過しています。 

 ５０年を過ぎての課題は、下記の２つに絞られると思います。 

 １． 医学部、教育学部を除く学部は、発足時に比べ、大学毎の特徴が無くなってき

ている事。 

 ２． 経済活動が、グローバルに展開される現在、それに通用する人材育成が遅れて

いる事。 

 今回のパネルディスカッションでは、以上の２点を中心に、発言をしていきます。 
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岩田 義文（いわた よしふみ） 

岐阜県経営者協会会長・イビデン(株)会長 

 

【略 歴】 

 昭和 14 年生まれ。岐阜大学工学部卒業。昭和 37 年 3 月揖斐川電気工業株式会社入社。昭

和 57 年 11 月イビデン株式会社に社名変更。昭和 60 年 6 月イビデン株式会社取締役。平成元

年 6 月イビデン株式会社常務取締役。平成 5年 6 月イビデン株式会社専務取締役。平成 9年

8 月イビデン株式会社代表取締役副社長。平成 11 年 6 月イビデン株式会社代表取締役社長。

平成 19 年 4月イビデン株式会社会長（現在に至る）。平成 19 年 6 月社団法人岐阜県経営者協

会会長 現在に至る。 

 

 

 ［メモ］ 
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特  別  講  演 
 



特別講演「これからの岐阜大学に期待すること」 

 

岐阜県知事 古田  肇 

 

 厳しい財政状況のもとで組織運営を強いられ、大学間の競争に打ち勝っていくことが

求められている地方国立大学の状況は、地方分権改革が進む中で地方公共団体が置かれ

た状況と類似している。国から地方へという地方分権の流れ、自らの責任で自ら決定す

るという地方自治の流れは、社会の大きな改革のうねりとなって止まることがないもの

と確信しており、国立大学法人化の目指すところも同じと思われる。岐阜大学との間で

は、多彩な分野で協働、連携する施策が展開されており、岐阜大学の挑戦は既に始まっ

ている。地方分権社会の実現に不可欠な、様々なセクターと協働しあるいはそのセクタ

ーに任せていく流れの先駆けとして地域社会に変化を促していくのは、こうした大学と

県との協働や連携の取組みであろう。これからの地方分権社会において、岐阜大学はア

ドバイザーからさらに進化し、地域経営のパートナーになっていただきたいと期待して

いる。 
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古田  肇（ふるた はじめ） 

岐阜県知事 

 

 

【略 歴】 

 昭和 22 年生まれ。東京大学法学部卒業。昭和 46 年 7 月通商産業省（現経済産業省）入省。

フランス国立行政学院（ＥＮＡ）へ留学。ＪＥＴＲＯニューヨーク産業調査員。内閣総理大

臣秘書官（羽田内閣、村山内閣）。経済産業省商務流通審議官。外務省経済協力局長などを歴

任。平成 16 年 9 月経済産業省退職。平成 17 年 2 月岐阜県知事 現在に至る。 

 

 

 ［メモ］ 
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第２日目 平成１９年１２月１５日（土） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

特  別  講  演 
 



特別講演「大学が育てる・支えるもの」 

 

朝日新聞社編集委員 田辺  功 

 

 私は今春、朝日新聞で、地域医療の崩壊現場で闘っている医療人を主人公にした「ド

キュメント医療危機」シリーズを連載した。臨床研修必修化の波と重なって表面化した

危機は、実は医療の質を無視した構造的な日本の低医療費政策の結果、ということを感

じた。 

一方、大学医学部は、国の放任政策をいいことに、国民が必要とする臨床医を育てて

こなかった。とくに地方の旧国立大学は、救急医療を軽視してきたことが今日の事態に

つながっている。研修必修化は、こうした従来の大学に根本的な反省を迫るものであり、

これからの大学が何を育て、何を支えなければならないかを問うている。混乱のなかで

地方の大学医学部が生き残るためには、医学生を引きつける地域ぐるみの「大学の個性」

が欠かせなくなるだろう。 
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田辺  功（たなべ いさお） 

朝日新聞社編集委員 

 

 

【略 歴】 

 昭和 19 年生まれ。東京大学工学部航空学科卒業。昭和 43 年朝日新聞社入社。昭和 60 年大

阪本社科学部次長。昭和 62 年大阪本社編集委員。平成元年東京本社科学部次長。平成 2 年東

京本社編集委員。平成 16 年東京本社編集委員（専門嘱託） 現在に至る。 

【主な著書】 

 『漢方薬は効くか』『ふしぎの国の医療』『かしこい患者力』 

 

 

 ［メモ］ 
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事例紹介とパネルディスカッション：大学の地域医療活動

 
 
 



「岐阜大学の地域医療活動」 

 

岐阜大学大学院医学系研究科長・医学部長 

岐阜大学大学院医学系研究科・医学部地域医療医学センター長  

岐阜大学大学院医学系研究科小児病態学教授 

近藤 直実 

 

 岐阜大学大学院医学系研究科・医学部では、「高度な研究の推進と地域医療の確立とそ

れらに基づく人材育成」をスローガンに掲げ、教育・研究・診療において、広く社会に

貢献できるよう鋭意努力しております。 

 近年の医師偏在は地域空間的、専門診療科、医療機関規模的そして医学研究者の偏在

です。このうち地域医療の解決には、医師の確保ではなく医療の確保、教育研究があり

そして医療がある、地域医療と地域医学の重要性の認識と興味を持ってもらう教育、横

断的総合臨床医の育成などの発想が重要と考えます。 

 この発想をもとに、近年の医師偏在の強力な対応として、岐阜大学では平成１９年４

月１日より、岐阜大学大学院医学系研究科・医学部に地域医療医学センターが大変ユニ

ークな組織と特徴的機能を持ってスタートしました。さらに、１１月１日から、岐阜県

からの寄附講座「地域医療学講座」がスタートしました。同センターは医学部の縮小版

で多くの診療科が関わり、教育、研究がありそして医療があり、地域に向いています。

本シンポジウムでは、岐阜県、医師会や地元との良好な協力関係を含めて、本学の、医

師偏在や社会のニーズへの対応の取り組みにつき紹介し、討論したいと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-34-



近藤 直実（こんどう なおみ） 

岐阜大学大学院医学系研究科長・医学部長 

岐阜大学大学院医学系研究科・医学部地域医療医学センター長 

岐阜大学大学院医学系研究科小児病態学教授 

 

 

【略 歴】 

 昭和 22 年生まれ。岐阜大学医学部医学科卒業。昭和 53 年 6 月医学博士（岐阜大学）。昭和

47 年 4 月岐阜大学医学部附属病院研修員。昭和 47 年 6 月岐阜大学医学部附属病院医員（研

修医）。昭和 48 年 2 月岐阜県立岐阜病院（非常勤）。昭和 48 年 6 月岐阜大学医学部附属病院

医員（研修医）。昭和 49 年 4 月名古屋第一赤十字病院医師。昭和 51 年 12 月岐阜大学医学部

附属病院助手。昭和 55 年 4 月岐阜大学医学部附属病院講師。昭和 59 年 8 月岐阜大学医学部

助教授。平成 7 年 4 月岐阜大学医学部教授。平成 16 年 4 月岐阜大学大学院医学研究科教授。

平成 17 年 4 月岐阜大学大学院医学系研究科教授 岐阜大学大学院医学系研究科長（現在に至

る）。 平成 19 年 4 月岐阜大学大学院医学系研究科・医学部地域医療医学センター長 現在

に至る。 

 

 

 ［メモ］ 
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「東北大学の取り組み」 

 

東北大学大学院医学系研究科地域医療教育開発センター長  

伊藤 恒敏 

 

 ２００３年８月に突然、東北大学の医師の名義貸し事件が明るみに出た。自治体病院

等からの研究助成金問題も報道された。 

 医学部に設置された「地域貢献ワーキンググループ」および「地域貢献作業班」の６

ケ月にわたる委員会活動によって大学としてどのように地域医療に貢献するのか、提

言・最終答申をまとめた。 

 ２００５年から２００８年までの３年プロジェクトで「地域医療教育開発センター（文

部科学省）」と「地域医療システム学（宮城県寄附講座）」がスタートした。センターで

は①学部学生の地域医療体験プログラムの企画と実施、②地域医師への生涯教育講習会

の企画と実施、③インターネットを利用した地域医師の修学システムの提供（診断治療

情報コンテンツライブラリーのサイト立ち上げ）、を主業務として活動した。 

一方、システム学は①地域医療に関する調査、②研究、③提言（各医療圏での検討、

シンポジウムの開催など）をミッションに精励した。これらの活動について紹介する。 
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伊藤 恒敏（いとう つねとし） 

東北大学大学院医学系研究科地域医療教育開発センター長 

 

 

【略 歴】 

 昭和 24 年生まれ。東北大学医学部卒業。昭和 49 年 4 月東北大学医学部第三解剖学教室助

手。昭和 57 年 4 月東北大学医学部第三解剖学教室助教授。昭和 58 年 3 月米国ハーバード大

学留学（昭和 60 年まで）。昭和 61 年 3 月東北大学医学部第三解剖学教室教授。平成 9 年 4

月東北大学大学院医学系研究科医科学専攻細胞生物学講座発生生物学分野教授。平成 17 年 4

月東北大学大学院医学系研究科地域医療教育開発センター教授（兼任） 平成 17 年 6 月東北

大学大学院医学系研究科地域医療システム学（宮城県）寄附講座副主任教授（兼任） 現在

に至る。 

 

 

 ［メモ］ 
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「長崎大学における地域医療人教育の取組」 

 

長崎大学離島医療研究所長 前田 隆浩 

 

 医学や医療に対する社会ニーズは多様化し、医学部や医科大学出身者には様々な分野

から大きな期待が寄せられています。ことに地域医療への期待は大きく、長崎大学では

長年にわたって地域医療を担う人材を輩出し、本土都市部はもちろん離島やへき地など

様々な地域医療を支えてきました。 

 こうした地域医療の教育を充実させるため、平成１６年に長崎県と五島市による寄附

講座「離島・へき地医療学講座」を開講し、離島の医療現場において「地域と連携した

実践型医学教育プログラム」を導入したのをはじめ、平成１７年には「へき地病院再生

支援・教育機構」を設立し、県北部の医療機関と連携して地域医療人の育成を目指した

後期臨床研修を開始しました。 

 地域医療の充実に対する大学の取り組みが全国で本格化してきている中、長崎大学で

は行政や地域医療機関との強力な連携を基盤に、卒前・卒後の一貫した地域医療人育成

プログラムの開発に取り組んでいます。 
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前田 隆浩（まえだ たかひろ） 

長崎大学離島医療研究所長 

 

 

【略 歴】 

 昭和 35 年生まれ。長崎大学医学部卒業。昭和 60 年 6 月長崎大学医学部原研内科入局。昭

和 61 年 4 月長崎大学医学部関連病院勤務。平成 8 年 7 月長崎大学医学部原研内科助手。平成

12 年 10 月長崎大学医学部附属病院総合診療部講師。平成 13 年 4 月長崎大学医学部附属病院

総合診療部助教授。平成 16 年 5 月長崎大学大学院医歯薬学総合研究科離島・へき地医療学講

座教授 現在に至る。 

 

 

 ［メモ］ 
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「地域から見た大学の役割」 

 

地域医療振興協会地域医療研究所長 山田 隆司 

 

 医療はそもそもニーズがあって成り立つものであり、医療サービスはニーズに対応し

ながら構築されるべきものである。医療サービスを提供する人材の育成も地域のニーズ

に的確に対応するべきであるが、これまでその根幹を成す医師の育成は、高度医療に焦

点が当てられ、必ずしも実際に勤務する医療現場に即応したものではなかった。現在地

域医療の崩壊が叫ばれる中、最も不足しているのは一般的な医療を担っている地域の病

院を支える医師であり、そこでは狭い範囲の専門分野に卓越した医師よりも、守備範囲

の広い総合的な医師が求められている。大学での教育や研修にも地域の医療ニーズが反

映されるべきであり、地域を意識した教育が求められている。 
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山田 隆司（やまだ たかし） 

地域医療振興協会地域医療研究所長 

 

 

【略 歴】 

 昭和 30 年生まれ。自治医科大学医学部卒業。昭和 55 年 4 月県立岐阜病院研修医。昭和 57

年 4 月岐阜県久瀬村診療所所長。平成 10 年より自治医科大学、札幌医科大学非常勤講師（現

在に至る）。平成 10 年 4 月揖斐郡北西部地域医療センター長。平成 13 年 4 月（社）地域医療

振興協会地域医療研究所所長（現在に至る）。平成 15 年より日本家庭医療学会代表理事。平

成 16 年 1 月東京北社会保険介護老人保健施設さくらの杜施設長。平成 17 年 4 月宮城県公立

黒川病院管理者 現在に至る。 

 

 

 ［メモ］ 
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座長の紹介 

 

黒木 登志夫（くろき としお） 

岐阜大学長 

 

 

【略 歴】 

 昭和 11 年生まれ。東北大学医学部医学科卒業。昭和 36 年 6月東北大学抗酸菌病研究所（現

加齢医学研究所）助手。昭和 42 年 3 月東北大学抗酸菌病研究所助教授。昭和 44 年 9 月米国

ウイスコンシン大学アッカードル癌研究所研究員。昭和 46 年 9 月東京大学医科学研究所助教

授。昭和 48 年 9 月ＷＨＯ国際癌研究機関医務官（昭和 48 年 12 月まで）。昭和 50 年 7 月ＷＨ

Ｏ国際癌研究機関医務官（昭和 53 年 9 月まで）。昭和 59 年 2 月東京大学医科学研究所教授。

平成 8 年 3月東京大学退官。平成 8 年 4 月昭和大学医学部教授。平成 9 年 1 月昭和大学腫瘍

分子生物学研究所所長（平成 13 年 5 月まで）。平成 13 年 6 月岐阜大学長 現在に至る。 
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